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研究成果の概要（和文）：研究課題開始前年に開催した「中小企業の事業承継　日仏シンポジウム」に基づく
『中小企業の事業承継　日仏比較研究』を日仏両語で記述し平成24年に出版、平成25年に開催した日仏シンポジ
ウム「新たなリスクと中小企業」と平成26年に開催した国際シンポジウム中小企業・老舗経営者の健康とリスク
マネジメント」に基づく『新たなリスクと中小企業』を日仏両語で記述し平成28年に出版した。加えて、課題の
テーマで、フランスのレフリー付きジャーナルに論文1本、英語のレフリー付きジャーナルに論文を4本、日仏経
営学会誌に論文1本、フランスの研究者との共著で発表した。フランス語圏の学会で3回報告した。

研究成果の概要（英文）：Published 2 books based on 3 conferences on SME transmission.  Published 1 
article on French refreed journal, 4 articles on English refreed journal and 1 article in Japanese 
journal.  3 communications in academic conference in francophone. 

研究分野：リスクマネジメント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
中小企業の事業承継問題は日本とフラン
スの双方で社会問題となっている。フランス
では経営学の学術的研究の対象として完全
に確立されているのに対して、日本では実務
家の領域にとどまってきたため、経営学の観
点からの学術的研究は端緒に就いたばかり
であった。 
日本の場合、中小企業の事業承継は、経営
者の死亡や相続といった個人的な問題である
と考えられ、近年まで、経営学界における学
術的な研究の対象とはなってこなかった。20
10年になって、事業承継に関する学術的研究
の気運が一気に高まった。この2010年、日本
中小企業学会は、事業承継を全国大会のテー
マに据えたほか、日本政策金融公庫総合研究
所主催のシンポジウムなど事業承継に関する
シンポジウムの開催も活発化した。特筆すべ
きは、2010年5月に同志社大学を本部にして事
業承継学会が設立されたことである。2008年
に甲南大学で創設されたファミリービジネス
学会も、近年、事業承継の視点での研究に注
力している。 
フランスにおいても、中小企業の事業承継
が社会問題化してきたわけだが、日本との違
いとして、フランスでは、1990年代の後半か
ら、既に中小企業の事業承継が、学術的研究
の対象として完全に定着してきた。これは政
府が諸政策を打ち出すのと歩調を合わせてき
た。その原動力となったのが、 グルノーブル
第二大学のベランジェ・デシャン(Bérangère 
Deschamps)が2000年に発表した博士論文『自
然人による事業承継』(Le Processus de rep
rise d’entreprise par les entrepreneurs 
personnes physiques)である。博士論文に基
づいてデシャンは、『事業承継論』(Reprend
re une enterprise)を刊行した。本書は、現
在第3版を重ねている。本課題研究代表者は
当然の研究成果として、デシャンと研究交流
を継続している。 
加えて、フランス語圏国際中小企業学会AI
REPMEが毎年開催する中小企業研究フランス
語圏国際シンポジウムCIFPMEならびに同学
会が発行する学術研究誌Revue internation
ale PMEには、事業承継に関する学術的研究
が継続的にに発表されている。本課題研究代
表者は当然の研究成果として、CIFEPMEの201
4年大会（モロッコ）において、中小企業の
事業承継に関するラウンドテーブル形式の
パネルディスカッションに参画している。 

 
２．研究の目的 
本研究は、①フランスにおける研究から示唆
を得て、日本における状況改善に貢献するこ
と、②特に、リスクマネジメントの観点から
研究を展開し、研究成果を社会的に還元する
ことを目的とする。 

 ②のリスクマネジメントの観点から、中小
企業の事業承継を研究することとは、具体的
には以下の枠組で研究を展開することを意
味する。 
 ・ソーシャル・リスクマネジメントの枠組
み。 
 ・中小企業の事業承継をめぐるリスクに関
する枠組み。 
 ・中小企業の事業承継をめぐるリスクに対
する対応、すなわちリスクマネジメントはど
うあるべきかという枠組み。 
 
３．研究の方法 
社会問題化した中小企業の事業承継問題
について、リスクマネジメントの枠組みを援
用し、日仏比較研究の手法を用いて、状況改
善に資する提言を以下の枠組みで纏め上げ
る。 
 具体的には、フランスにおける中小企業の事
業承継政策から日本が参考にできることとして、
村上義昭の研究などで、従前より指摘されてき
た以下の5点を確認する。。 
支援内容や支援対象が多様  
フランスにおける支援政策は、金融や税制だ
けではなく研修やマッチングサービス等、すべて
のプロセスに関与している。支援対象も小規模
から相対的に大きな規模までカバーしており、親
族以外への承継への支援策が充実している。 
日本の場合、税制（特に相続税）や金融に集
中している。対象は親族による承継に集中して
いる。 第三者への承継を対象としたファンドが
創設されたりもしているが、相対的に規模の大き
な企業への措置となっている。 
マッチングサービスで利用されるデータベー
スが質・量ともに充実  
フランスにおける商工業会議所・手工業会議
所などが運営するデータベースでは、企業情報
を収録するにあたって事前に企業内容を確認し
ている。古い情報は削除されるなど、メンテナン
スも行われている。日本においても、小企業の売
買が可能な市場を整備する必要がある。  
多様な支援策が互いに関連しあうことで、大き
な効果が生まれている。  
フランスにおけるマッチングサービスは、質と
量の両面から充実したデータベースの存在が前
提となっている。また、税制によって譲渡者への
インセンティブを与えることによって、譲渡を決心
しやすくしている。「譲渡適齢期を控えた経営者
の啓発」を行い、企業価値が劣化する前に譲渡
を決心させる取り組みも存在する。 
雇用や地域経済の活力を維持するためには
事業承継を支援することが重要であるという幅広
い社会的コンセンサスがある。   
デシャンの研究に見るように、フランスでは、
起業と事業承継が同等に扱われている。 
仲介手数料が安い。 
フランスでは、譲渡希望企業や承継希望者に



関する豊富なデータベースがある。売買事例が
多いので相場が形成されており、企業価値を評
価するコストが安くなっている。中小企業の売買
事例が多いため、仲介に携わる会社や専門家
が多数存在し、ノウハウが蓄積されている。民間
企業だけでなく、商工会議所・手工業会議所・
民間非営利組織が個別取引にも関与しており、
仲介にかかるコストを社会的に負担する仕組み
がある。 
村上義昭の研究によると、ある都市銀行の
M&A専門部署の場合、成功報酬は最低でも2、
500万円である。中小企業の譲渡を対象とし
ている東京商工会議所の「M&Aサポートシス
テム」でも、譲渡金額が3億円の場合、着手
金と成功報酬の合計で2、450万円になる。こ
れに対して、フランスのある仲介会社では譲
渡金額が300万ユーロ（約3億円）の場合、成
功報酬は13万ユーロ（約1、300万円）であり、
日本と比べて安価である。 
 
４．研究成果 
研究課題開始前年に開催した「中小企業の
事業承継 日仏シンポジウム」に基づく『中
小企業の事業承継 日仏比較研究』を日仏両
語で記述し平成 24 年に出版した。平成 25 年
に開催した日仏シンポジウム「新たなリスク
と中小企業」と平成 26 年に開催した国際シ
ンポジウム中小企業・老舗経営者の健康とリ
スクマネジメント」に基づく『新たなリスク
と中小企業』を日仏両語で記述し平成 28 年
に出版した。加えて、課題のテーマで、フラ
ンスのレフリー付きジャーナルに論文 1 本、
英語のレフリー付きジャーナルに論文を4本、
日仏経営学会誌に論文 1本、フランスの研究
者との共著で発表した。フランス語圏の学会
で 3回報告した。 
日仏比較研究を標榜する本研究課題の一
大成果として、本課題研究は、以上のような
国際的かつ具体的な成果を挙げた。 
これら国際的かつ具体的な研究成果（日仏
シンポジウムの開催、日仏シンポジウムに基
づく書籍の出版、日仏共同研究に基づく英
語・仏語査読付きジャーナルへの日仏共同論
文発表、フランス語圏国際学会における日仏
共同研究報告）は以下の知見を明らかにした。 
  
・ソーシャル・リスクマネジメントのとし
ての中小企業の事業承継問題の認識 
本研究課題最終年の 10 年前の 2006 年版
『中小企業白書』によれば，年間 29 万社の
廃業のうち，後継者不足を理由とする廃業が
7 万社に上るとされていた。高齢化社会の日
本においては，中小企業経営者の高齢化が急
速に進行し，今後 10 年間で半数以上の中小
企業経営者が高齢による引退の時期を迎え
る。企業数で９割，雇用者数で７割を占め，
新たな技術やサービスを生み出す苗床とし
て，量と質の双方の面で日本経済のダイナミ
ズムの源泉となってきた中小企業が，事業承

継を円滑に行えず，最悪の場合，廃業してし
まうことは社会経済にとって大きなリスク
である。こうした状況は以前深刻である。 
 中小企業の事業承継は，主として，①後継
者探しに関わる諸問題，②事業売却先探しに
関わる諸問題，③引退者と後継者の心理的な
問題，④事業承継の法制・税制上の問題とい
う形で，社会的リスク（ソーシャルリスク）
となる。 
従来から言われてきたように、中小企業の
事業承継のリスクは，①経営者がリスクの存
在自体に気付いていない，②気にはしている
が事前の対策を採っていない，③高齢化や健
康悪化により引退が現実のものになり，リス
クが顕在化してからの事後的な対策では間
に合わない，④モノ・カネ（資産・資金）と，
ヒト・ココロ（人材の身体的状況、人材の精
神面の状況）の諸側面が複雑に絡み合う，と
いう特徴がある。そのリスクのマネジメント
における最大の留意点は，その場しのぎは不
可能で，⒑年程度の長期的なスパンで，「時
間」をかけて対策を積み重ねていかねばなら
ないことである。「リスクを認識し」，「リ
スクを見える化」し，それぞれのステージに
おいて、「採用すべきマネジメント」を記し
た事業承継計画を作成・実行することが有効
である。モノ・カネの面では，政策・法制を
活用したり，金融機関や税理士などによる支
援を得て対策を採ることができるが，ヒト・
ココロの面での対策は単純ではない。 
かつて，中小企業の事業承継をめぐる諸問
題は，経営者の死亡や相続といった個人的な
問題であると考えられ，税負担の軽減に関わ
る議論が中心となり，総合的な検討や取り組
みはなされていなかった。しかし，近年にな
って，高齢による引退の時期を迎えた中小企
業経営者が後継者不足により廃業しており，
その数毎年7万社に及ぶという社会問題を背
景に，抜本的な支援政策が打ち出されてた。
 中小企業の事業承継問題は，事業承継めぐ
るリスクとそのマネジメントの問題として把
握できる。それゆえ，リスクマネジメント研
究における知見が大きく活用できる領域であ
る。これは，学際的に，産官学共同的に解決
すべき社会的な問題であるから，中小企業を
めぐるその他の諸問題への取り組みと共に，
ソーシャル・リスクマネジメントとして展開
することに意義がある。すなわち，中小企業
の事業承継をめぐるさまざまなリスクの社会
化現象に対して，さまざまなタイプのリスク
マネジメント（企業・家庭・行政リスクマネ
ジメント，心の危機管理）を融合・連携させ
て社会的に対応・処理・解決すべき問題であ
る。 
・「隠れているリスク」としての事業承継
リスクの認識 



事業承継をめぐるリスクは，「リスクは隠
れている」「リスクは繰り返す」「リスクは
変化する」というリスクの三様相を顕著に示
している。①リスクの存在に気付いていない。
②存在自体は気にしているが有効な事前の
対策を採っていない。③リスクが顕在化して
からの事後的な対処では間に合わない。事業
の継続自体が困難になる。 
・事業承継をめぐるハザード（リスクに関わ
る事情・状況）の認識 
後継者の育成不十分、経営の承継準備不十
分、後継者未確定、後継者育成不十分・次世
代経営体制不明確、資産の承継準備不十分、
現経営者による担保や保証についての認識
不十分、株式に関する認識不十分、相続税・
贈与税の認識不十分、家族・親族間コミュニ
ケーション不足 
・事業承継をめぐるペリル（損失の原因とな
る事象）の認識 

 経営機能不全 

指揮命令系統の混乱 

意思決定のスピードの低下 

 

 

経営トップ 

の求心力 

低下 

新経営体制分裂 

古参役員との関係悪化 

兄弟・姉妹等の親族間不和 

経営権の分散・不安定化 

思いもよらない高額税負担 納税資金 

不足 

相続財産を巡っての「争族」トラブル 

 
・事業承継の不全によるロス（損失）の認識 
幹部・従業員の離反、顧客離れ、取引先・提
携先離れ、オーナー家の不和、経営への悪影
響。 
 
・リスクアセスメント（リスクの調査・確
認，評価・分析）の困難性 
①財務的側面と人間的側面の分離が困難
で，紛争が頻発する。②長期間の準備が必要
となる。③リスクが「潜在化」している。見
えにくい。④先代死亡に伴う 財務的なイン
パクトは甚大となる。⑤家族間の相続問題は
タブー視されがちで，準備が後回しになりが
ちである。⑥死亡に関わるデリケートな問題
で，コミュニケーションが困難である。①モ
ノ・カネに関わるリスク：政策面の支援や，
弁護士・税理士などの専門家が存在する。政
策面における切り札的に打ち出された民法
特例や円滑法による納税猶予制度であるが，
適用条件が厳しく，利用は簡単ではない状況
にある。 

・モノ・カネに関わるリスクとヒト・ココロ
に関わるリスクの連関とそれを考慮したリ
スクマネジメントの必要性 
政策面の支援や，弁護士・税理士などの専
門家が存在する。政策面における切り札的に
打ち出された民法特例や円滑法による納税
猶予制度であるが，適用条件が厳しく，利用
は簡単ではない状況にある。②ヒト・ココロ
に関わるリスク：心理的・人間（関係）的側
面においては，支援サービス従事者（経営コ
ンサルタント，弁護士，税理士，公認会計士）
などが支援を躊躇する。 
・経営承継に関わるリスク・トリートメント
の諸点の認識 

経営承継に関わるリスク・トリートメント 

①次世代経営体制対策 

（後継準備対策） 

・後継者の明確化 ・後継者育成計画の明確化 

・後継者への経営移行計画 

（次世代経営体制整備対策） 

・次世代経営体制の構想明確化 

・次世代役員・幹部の確保・育成 

・次世代経営体制への移行計画 

②次世代組織マネジメント対策 

・経営サイクルの整備 

・共通の価値観・基準・ルールの明確化 

・チェック機能の整備 

③経営実務引継ぎ対策 

・経営理念・ビジョン 中長期経営計画の共有 

・経営上の申し送り事項の共有 

 
・資産承継に関わるリスク・トリートメント
の諸点の認識 

資産継承に関わるリスク・トリートメント 

自社株対策 相続対策 

④自社株も含めた相続財産の承継対策 

・自社株（経営権）の承継

対策 

・相続財産の承継対策

（「争族」対策） 

⑤税制対策（タックスプランニング） 

・自社株評価対策 ・相続財産評価対策 

⑥納税資金対策 



・オーナー家の中での話し合い等によるリスク対策  

・法的なリスク対策（遺言準備） 

 
・事業承継の要諦としての「忍耐」と承継者
の立場に立つ視点の重要性 
①後継者である子にとっては先代である
親に対する「忍耐心」を持つこと，そして親
の理念を継承し守っていきながらも「独自
性」を発揮すること，一方，②親にとっては
この厳しい経済状況下で事業を受け継いで
くれる子がいることの幸福を噛みしめるこ
とにある 
 以上の諸点は、一連の日仏シンポジウムと
その記録著作、日仏共同論文の発表、日仏共
同研究報告に盛り込まれている。 
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